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千葉県国民健康保険運営方針と
市の国民健康保険税について

保険年金課説明資料：令和８年２月
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国民健康保険制度改革

昭和３６年４月 国民皆保険制度確立
国保保険者：市町村

平成３０年４月 国民健康保険制度改革
国保保険者：都道府県・市町村
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制度改革前の各地方公共団体の役割

都道府県

◎保険者の指導管理
・市町村保険者の指導
・調整交付金等の交付

市町村

◎国保運営主体
・資格管理
・保険給付
・保険料賦課徴収
・保健事業
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制度改革後の各地方公共団体の役割

都道府県

◎財政運営責任主体
・運営方針の策定
・標準保険料の算定
・事業費納付金の賦課徴収
・保険給付費等交付金の交付
(県負担分調整交付金を含む)
・市町村保険者の指導

市町村

◎事業実施主体
・事業費納付金の納入
・保険給付費等交付金の受領
・資格管理
・保険給付
・保険料賦課徴収
・保健事業
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令和７年度 国民健康保険税率

医療分 所得割 7.03％
均等割 26,300円
平等割 30,300円

後期分 所得割 2.10％
均等割 4,300円

介護分 所得割 1.42％
均等割 11,400円

現行国保税率と標準保険料率の比較

令和７年度 標準保険料率

医療分 所得割 7.24％
均等割 23,293円
平等割 25,110円

後期分 所得割 3.80％
均等割 6,969円

介護分 所得割 2.27％
均等割 15,028円
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●医療費指数

・市町村ごとの医療費を全国平均の医療費で
割った数値

１を下回るほど当該市町村で必要となる医療
費が少ない（医療費がかからない）市町村で
あるということ

医療費指数・反映係数
●反映係数

・１～０(100％～0％)の範囲の数値

1であるときは、医療費指数が納付金額にす
べて反映され、0のときは全く反映されない。
（医療費指数１未満である場合は増額要因）

例)納付金基礎額100億円 指数0.9の場合
反映係数 総額調整前の納付金算定額

1 90億円

0.8 92億円

0.6 94億円

0.4 96億円

0.2 98億円

0 100億円
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令和７年度 医療費指数

反映係数
0.8

医療費指数
0.9045172328973

令和６年度 医療費指数

反映係数
1

医療費指数
0.9042988620577

医療費指数２ヵ年比較
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令和７年度 事業費納付金額

医療分 1,102,694,272円
後期分 412,779,400円
介護分 137,901,084円

合計 1,653,374,756円

令和６年度 事業費納付金額

医療分 1,114,848,748円
後期分 428,441,566円
介護分 142,048,457円

合計 1,685,338,771円

事業費納付金２ヵ年比較

合計額差引△31,964,015円
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令和７年度 事業費納付金額
（確定数値）

医療分 1,102,694,272円
後期分 412,779,400円
介護分 137,901,084円

合計 1,653,374,756円

令和６年度 事業費納付金額
（確定数値）

医療分 1,114,848,748円
後期分 428,441,566円
介護分 142,048,457円

合計 1,685,338,771円

令和８年度 事業費納付金額
（仮係数算定値）

医療分 1,027,378,592円
後期分 391,508,735円
介護分 142,637,163円

合計 1,561,524,490円

事業費納付金３ヵ年比較

合計額差引△31,964,015円合計額差引△91,850,266円
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●持続可能な国民健康保険制度の運営を目指して

・事業費納付金と市町村標準保険料率の算定は、一体のものであること
・運営方針において、令和１１年度で医療費水準の事業費納付金への反
映が廃止となり、納付金ベースの統一が図られること

・保険料水準統一の方向性については、すでに決定していること

これらのことから、事業費納付金の原資となる国民健康保険税を安定確
保し、国保運営方針に基づく財政運営の枠組みにスムーズに移行するため
にも、市の国民健康保険税の税率については、早期に、市町村標準保険料
率の算定数値と連動する形での改正を行う必要がある。

県内国保保険料水準の統一に向けた
市の国民健康保険税のあり方
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